
 

 

 

2012年 新春ご挨拶 
 

社団法人 日本加工食品卸協会   

会 長 國分 勘兵衛   

 

新年明けましておめでとうございます。 

２０１２年の年頭にあたりご挨拶申し上げます。 

全国各地の会員・賛助会員の皆様におかれましては、つつが

なく新春をお迎えのことと存じ、心よりお喜び申し上げます。 

昨年のスタートは、経済不況からの回復の兆しがようやく見

え始め、確実に上向きに転じるような勢いを感じておりました

が、それが１０００年に一度の大震災でまさに一変してしまいま

した。 

この大震災以来、生活者の意識変化が起こり、人と人との絆があらためて見直され、ま

た節電や自己防衛意識の高まりで生活スタイルそのものにも大きな変化が表れ、価値観の

多様化が加速度的に進んでいると思います。 

そういう意味で２０１１年は、我が国にとって大きな転換点になった年であり、社会シス

テムの変革についての議論も活発化しました。 

食品の流通に関してもサプライチェーンの協働体制が再認識され、なかでも卸売業の存

在が再評価され、製・配・販がそれぞれ立場を乗り越えてサプライチェーンの改善として

の取り組みが積極的に語られるようになってきました。大震災の被害は甚大ではありまし

たが、この大震災を大きなバネにして新しい流通のステージを生み出していかねばならな

いと考えております。 

こうした卸の地位の向上に関する動きがある一方で、公正取引委員会からは取引の適正

化の推進について要請をいただきました。独占禁止法の改正以降、弊協会として食品流通

のフェアトレードの推進を呼びかけてきましただけに大変残念なことではございますが、

この要請に対しましては業界として真摯に受け止め、自戒をこめて今後もサプライチェー

ンの要として社会的使命を果たしていくよう精進して参ります。 

さて本年は、社会的変革が本格的に進展する年と考え、その中で増幅する高齢化への備

えとしての買い物環境整備、災害時の商品供給確保に対する社会的要請など食品流通に求

められる新しい今日的価値・満足に貢献する流通機能の遂行を目標として、環境変化に対

応する自己革新力を持続して、卸の存在価値を主張して食品流通の健全な発展に貢献して

参りたいと考えておりますので、本年も変わらず、ご指導、ご鞭撻のほどをお願い申し上

げ、新年のご挨拶とさせていただきます。 
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平成23年度上半期活動状況報告 
 

 

 

 

 

－11月４日－ 

 

平成２３年１１月８日（火）東京大手町アーバンネットビル レベル２１東京會舘に於いて

午前１０時３０分より正・副会長会議を開催し、この後行われる理事会の運営内容について

確認を行った。引き続き１１時３０分より理事会が開催された。 

今回は特に理事会の前に公正取引委員会企業取引課の幹部の方に、１０月１９日に公表さ

れた「食料品卸売業者と食料品製造業者との取引に関する実態調査結果」についてご講演

をいただき、業界における公正取引の適正化についての認識を新たにした。 

上半期の事業活動内容では、公益法人制度改革への対応状況や今夏の節電状況等につい

て報告がなされた。 

 

 

議  案  第１号議案  上半期事業活動報告及び下半期事業活動に関する件 

(1) 上半期事業活動報告及び今後の活動について 

(2) 上半期収支決算報告 

(3) 監査報告 

      第２号議案  平成２４年度収支予算について 

      第３号議案  その他 

           

開 会  定刻になり奥山専務理事の司会により開会。 

 

冒頭に國分勘兵衛会長が次の如く挨拶を行った。 

 

本日はご多用の中、またご遠方からも、ご参集頂き誠

に有難うございます。とりわけ、農林水産省からは公務

ご多用の中、食品産業局食品製造卸売課から、上河内課

長補佐様始め幹部のご来臨を賜り、誠に有難く厚く御礼

申し上げます。また本日は特別に公正取引委員会 経済

取引局企業取引課から 藤本課長様はじめ幹部の方にも

ご来臨を賜っております。後ほどよろしくお願い申し上

げます。 

本日ご参集の皆様方におかれましては、日頃は何かと

ご指導、ご協力を頂戴しておりますことを、重ねて心よ

り御礼申し上げる次第であります。 

正・副会長会議、理事会 

理事会で挨拶する國分勘兵衛会長 
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さて、本年は、未曾有の複合災害となった東日本大震災が、各自に意識の変化をもたらし、

今までになく多くの国民が、何かしらの情報発信をしたのではないかと思っておりますが、そ

の多くは「我々の暮らしは今後どうなるのか、どうあるべきか」といったことを自己責任の意

識を高めながら真剣に考えた内容ではなかったかと認識いたしております。 

大方の意見としては、今日的状況は明治維新、第二次大戦後に匹敵する大きな転機であり、

経済社会のシステムが大きく変わらなくてはならないし、また大きく変えるチャンスであると

いうことだと思います。 

これは復旧・復興需要がもたらす短期的な回復ではなく復興事業を活用して、これまでの低

成長トレンドを超える経済成長につなげるチャンスにしていかねばならないということだと思

います。そのためには長年先送りされてきた多くの課題、特に「危機的状況にある財政」と

「空洞化につながる企業経営環境の悪化」についての国民的取り組みがとりわけ重大であると

考えております。もはや先送りできない、という状況に至ったことを逆にチャンスに変えるべ

きだと思います。 

我々食品流通業界も大震災以降、サプライチェーンの協働体制が再認識され、製・配・販

が、それぞれの立場を乗り越えてサプライチェーンの改善としての取り組みが積極的に語られ

ようになってきました。そういう意味でこの大震災を大きなバネにして新しい流通のステージ

を生み出していかねばならないと考えております。 

したがいまして後ほど公正取引委員会の方よりご指導があろうかと思いますが、このたびの

公正取引委員会からの要請に対しましては我々業界が真摯に受け止め、取引の適正化に向けて

今後もサプライチェーンの要として社会的使命を果たしてまいりたいと考えておりますのでど

うぞよろしくお願いします。 

お蔭様で当協会の各事業は、当初の計画を着実に実行でき

ているものと考えておりますが、本日はこの報告をお聞き届

きの上、下半期に対してのご指導をお願いすることとしてお

ります。簡単ではありますが、開会のご挨拶とさせていただ

きます。 

 

ここで、司会者より、本日特別にご臨席いただいた 公正

取引委員会 企業取引課長 藤本哲也氏が紹介され、過日実

施した実態調査の結果の報告をお願いする。 

（報告後、藤本課長は業務多忙の為、退席） 

 

 

 

この報告に関する問合せ等は事務局を通じて応える旨を理事各位に伝える。 

 

続きまして、司会者より本日の来賓者を紹介する。 

 

農林水産省食料産業局製造卸売課   課長補佐 上河内 光秀 様  

                    係  長 中 嶋 勝治 様 

理事会で実態調査の概要を説明する
公正取引委員会企業取引課長 

藤本哲也氏 
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引き続き来賓を代表して、農林水産省 食料産業局食品製造卸売課 上河内課長補佐が次の

ように挨拶された。 

 

平成２３年度日本加工食品卸売協会の理事会の開催に当たり御挨拶を申し上げます。 

平素は農林水産行政、とりわけ食品流通行政に対し、御理解と御協力を賜り、この場をお借

りいたしまして御礼申し上げます。 

さて、既に御承知のことと思いますが、去る９月１日に、農林水産省に食料産業局が設置さ

れました。 

新しく発足した食料産業局は、従来、総合食料局が担当してきた、加工食品卸売業や食品製

造業をはじめとする食品産業の振興が重要な業務を占めることは言うまでもありませんが、

「食」や「食を生み出す農山漁村の自然や環境」に関連する事業を幅広く所管し、産業として

の育成を図ることが重要な使命であります。 

具体的には、農山漁村に存在する豊富な資源を活用した６次産業化、輸出、再生可能エネル

ギー、バイオマス、知的財産、異分野連携、観光、物流等といった、既存の枠組みを超えた分

野の推進が、この新しい組織の任務です。 

また、この組織再編により、私ども食品製造卸売課において加工食品卸売業界を食品製造業

界と一体的に施策の推進及び業界の発展・振興を行っていくことになりました。 

こうした施策の推進に当たっては、皆様方の御理解・御協力が不可欠でありますので、引き

続き御支援・御協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

２３年度の予算につきましては、第三次補正予算において、「食料基地をつなぐ物流拠点機

能強化等支援事業」により、被災地の岩手県、宮城県及び福島県において、物流拠点の整備に

ついて支援をしたいと考えております。物流拠点の整備は、被災した物流拠点を同業他社等が

共同・連携して行う場合に支援を行うこととしております。また、２４年度においても対象県

を拡大して物流拠点の支援を行うこととしております。御不明な点等がありましたら当方にお

問い合わせをお願いいたします。 

 

最後になりますが、國分会長のご指導の下、貴協会の益々の御発展と御参集の皆様方の御健

勝を祈念申し上げ、私の挨拶といたします。 

 

司会者が手元の資料に基づき出欠状況を報告し、会の成立とともに。 

 

出欠状況 理事総数 ２３名中 出席理事 ２１名 委任状 ２名 計  ２３名 

 監事総数 ２名中 出席監事 ２名   計 ３名 

 

司会者が資料に基づき出欠状況を報告、会の成立とともに定款に則り、議長に会長を指名し

議事の進行をお願いする。 

 

議長が下記の二名を議事録署名人に指名し了承を得て議事に入った。 
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 三菱食品（株）   中嶋 隆夫 理事 

 伊藤忠食品（株）  足立  誠 理事 

 

第１号議案  上半期事業活動報告及び下半期事業活動に関する件 

        

議長より、第１号議案を報告するよう指示があり専務理事より手元に配布された資料の確認

をした後、概況及び事業活動のポイントを資料に則り報告された。 

１．会員動向の件 

２．役員体制について 

明治屋商事の磯野・山本両理事から、退任届が提出されましたので、以降理事は２３名と

なる。 

３．農林水産省の組織改編について 

４．公益法人制度改革への対応状況について  

(1) 一般社団法人 日本加工食品卸協会 としての定款（案）の検討 

(2) 新会計基準による事業別収支制度を導入するにあたり、会費収入を事業別の収入に按

分、分割する事について 

(3) 内部留保率の適正化のため、今期の決算時に事業費準備資産として相当額を引当金勘定

に計上する事について 

５．｢環境自主行動計画」の調査票対応について 

６．平成２４年度 税制改正等に関する要望書について 

７．物流問題研究会からの報告 

８．情報システム研究会システム専門部会からの報告 

９．｢国民生活産業・消費者団体連合会」加入に関して 

10．その他 

 

以上の項目が順を追って説明された。 

同時に上半期の収支決算の内容を説明し、更に、１０月３１日に監事各位により監査を受けた

経緯を報告した。 

議長はここで監事に監査報告を求め、濱口吉右衞門監事は「去る１０月３１日に実施した監査

の結果、業務報告を受け財務諸表及び帳票・証憑につき、適法正確に処理され報告の事実と相

違ないものと認めました」と報告をした。 

議長はここで、事業活動の内容ごとにそれぞれ質疑を求めたが、無かったので、承認を求

め、拍手で承認された。 

続いて、議長は第２号議案の説明を事務局に求めた。 

 

第２号議案  平成２４年度暫定収支予算について 

 

平成２４年の４月から５月の定時総会までの収支予算で、総会にて平成２４年度の予算の承認

を得るまでの暫定予算であり、来年１月の執行運営委員会の開催日に在京理事、あるいは代理

の方にて臨時理事会を開催して審議していただく。 
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各理事の皆さまには、事前に予算案を書面にてご提示の上、意見・賛否を仰ぐ予定であり、

その結果を追認する段取りであることを説明。 

収支暫定予算を決めるにあたって、以上の様な策定方法について承認をお願いする。 

 

議長から複雑だが以上の様な方法で進めるにあたって承認をお願いする。 

 

異議なく全員から承認された。 

第３号議案  その他 

 

議長から、用意した議案は以上であるが折角の機会であるので何か意見・質問等が有ればと

声を掛けたところ、加藤理事より、公正取引委員会より説明の有った「優越的地位の濫用」の

件は、経営者のみならず全社員が内容を理解し、認識を統一することが大前提であり、今後事

務局を中心に啓蒙活動を推進するよう要請があった。 

 

議長より、今の意見を踏まえ、政策委員会等も含めてしっかり対処するように事務局に指示

をいただく。 

 

また 次回の開催予定は 

 

   正・副会長会議及び理事会   平成２４年４月１９日（木） 

   理事会・定時総会       平成２４年５月２４日（木） 

 

であることが事務局より報告され、１３時４５分に閉会となる。 

 以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会 会場  
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第２回 政策委員会兼食品取引改善協議会開催 

 

第３回 政策委員会兼食品取引改善協議会開催 

 

 

 

 

－１０月２６日－ 

平成２３年１０月２６日（水）午前９時半より当協会会議室に於いて開催。主要議案は上半期を

終了しての事業活動総括と下半期の活動に向けての事案検討であった。 

＊主要上半期活動報告 

① 公正取引委員会からの「食料品卸売業者と食料品製造業者との取引の適正化につい

て」（要請） 

② 農林水産省の組織再編について 

③ 枝野経産大臣との流通懇談会の開催について 

④ 上半期の会員動向について 

⑤ 役員の異動について 

⑥ 公益法人制度改革への対応状況について 

⑦ ２０１１年度環境自主行動計画に関する調査票の提出について 

⑧ 節電抑制計画の実施状況につい（電力総使用量報告） 

⑨ 平成２４年度税制改正要望について 

⑩ 食品リサイクル法の業界ヒアリングについて 

⑪ 酒類卸免許の要件緩和について 

⑫ 物流問題研究会報告 

⑬ 異業種交流委員会の今後の運営について 

⑭ 今後の日程案について 

 

 

 

 

－１１月１５日－ 

平成２３年１１月１５日（火）午前１０時より精養軒日本橋店会議室に於いて開催。 

主要な議案は１１月８日（火）に行われた正・副会長会議並びに理事会の内容についての報

告であったが、特にその中で先般の公正取引委員会からの「食料品卸売業者と食料品製造業者

との取引の適正化」についての要請を受けて、今後業界としてどのように対応するかについて

検討を行い、会員各位には協会の周知の徹底を優先して行うことした。 

また当日行われる賛助会員幹事店会の運営について確認を行った。 

 

 

事 業 活 動 
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第13回 賛助会員幹事店会開催 
 

 

－１１月１５日－ 

平成２３年１１月１５日（火）午前１１時３０分より精養軒日本橋

店会議室に於いて、第１３回賛助会員幹事店会を開催した。 

会議は、冒頭に当協会を代表して政策委員長 中嶋隆夫氏

（三菱食品（株））と賛助会員幹事店１３社を代表して梅澤忠徳

氏（味の素（株））からご挨拶をいただいた 

ついで事務局の司会進行で議事に入り、最初に１１月８日

（火）に開催した理事会の概要について事務局から報告を行った。 

次に、本日の意見交換テーマ

に入り、「ＴＰＰ問題の業界に

与える影響について」出席の賛

助会員幹事企業全員からご発言

をいただいた。現在我が国はＴＰＰ交渉に向けて関係国と協議

に入るという局面の中で詳しい内容を把握することは難しい状

況ではあるが、またメーカーさんの製造するカテゴリーによっ

ても影響力の違いあるものの「ＴＰＰ問題」に対する業界の本

質的課題を理解する上で大変貴重なご意見うかがうことができ

た。 

 

平成23年11月15日 賛助会員幹事店会 出席者名簿 
（社名：５０音順・敬称：略） 

会 社 名 役 職 氏 名 

味の素㈱ 執行役員東京支社長 梅澤 忠徳 

カゴメ㈱ 取締役専務執行役員営業管掌兼ｺﾝｼｭｰﾏｰ事業本部長 寺田 直行 

カルピス㈱ 理事営業推進部長 岩瀬 嘉郎 

キッコーマン食品㈱ 取締役専務執行役員ﾅｼｮﾅﾙ・ｾｰﾙｽ・ﾏﾈｼﾞｬｰ 福光 正則 

キユーピー㈱ 執行役員家庭用本部本部長 山本 範雄 

サントリーフーズ㈱ 営業企画部部長 野上 将光 

日清オイリオグループ㈱ 執行役員東京支店長兼ＲＳ営業部長 吉田 伸章 

日清食品㈱ 東京営業本部東京営業部部長 武田 和実 

日清フーズ㈱ 常務取締役営業本部長 岩崎 浩一 

日本水産㈱ 執行役員広域営業本部長 西田 潤一 

ネスレ日本㈱ 執行役員流通営業部部長 太田 健介 

  〃 流通営業部部長 銀崎 達己 

ハウス食品㈱ 営業企画推進室長 田中 千之 

㈱桃屋 営業企画室室長 菅原 通之 

賛助会員幹事店会で挨拶する
味の素㈱ 梅澤忠徳氏 

賛助会員幹事店会で挨拶す
る政策委員長 中嶋隆夫氏 
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 社 名 役 職 氏 名 

伊藤忠食品㈱ 取締役・専務執行役員東日本営業本部長 足立  誠 

加藤産業㈱ 取締役東京本部副本部長 福島 和成 

国分㈱ 常務取締役経営統括副本部長兼営業本部長 北見  賢 

コンタツ㈱ 取締役営業統括部長 湯浅 正男 

㈱サンヨー堂 取締役営業本部商品部長 小林 由朗 

㈱日本アクセス 総合企画本部営業企画部長兼広報部長   尾上  宏 

三井食品㈱ 顧問 川村 哲夫 

三菱食品㈱ 取締役専務執行役員加食事業本部長 中嶋 隆夫 

日食協 専務理事 奥山 則康 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賛助会員幹事店会 会場 

 

 

平成23年度情報システム研修会開催 

――災害時の対応課題などを共有化―― 

－１０月２８日－ 

平成２３年１０月２８日（金）午後１時３０分より東京日暮里にあ

るホテルラングウッドにおいて全国卸売酒販組合中央会との共

催で平成２３年度情報システム研修会を開催した。 

今回は特に東日本大震災を踏まえて災害時のシステム対応の

あり方など、情報部門の最新の課題と解決の方向を共有すべく

専門の講師を招いて開催した。 

当日は情報システム研究会の座長である竹腰雅一氏（伊藤忠

食品（株））が冒頭開会の挨拶と本日の研修会のコンセプトに

ついて説明した後、奥山則康専務理事が登壇して東日本大震

災以降の活動経過を報告。 

開会挨拶をする情報システム 

研究会座長 竹腰雅一氏 
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情報システム研修会 会場 

今夏の電力使用制限で会員卸４社の大型冷蔵、冷凍物流センター１１拠点が制限義務緩和措

置の対象になったことに触れ、「震災を通じて卸のライフラインとしての重要性が行政に伝わ

った結果だと思う」と述べるとともに、会員卸１７社の特定事業者の節電自主行動計画が最盛

期の８月に目標以上の削減が図られたことを報告した。 

続いて行われたセミナー講演では、（財）流通システム開発センター 研究開発部主任研究員 

坂本真人氏が「流通標準普及推進協議会」の活動状況について報告、ついで日本アイ・ビー・

エム（株）災害復興支援プロジェクト担当執行役員 吉崎敏文氏が「復興に向けて～危機管理・

事業継続の考え方とその実践」と題して災害時の事業継続のあり方について最新の視点で解説

し、東日本大震災の翌週に同社で在宅勤務制度が有効を訴えた。 

ついで独立行政法人 情報処理推進機構 ＩＴ人材育成本部ＩＴスキル標準センター 柴崎美

奈子氏が「未来指向の波を作れ～今求められる人材イノベーション」と題してＩＴ人材の重要

性についてＩＴ人材白書から、より

求められる人材の質の高度化等に着

いて講演した。 

最後にネットイヤーグループ（株）

代表取締役社長兼ＣＥＯ 石黒不二

代氏が「クラウド時代のプラットホ

ーム戦略」について利用者と共有・

共感を生むマーケティングプラット

フォームであるＷｅｂセントリック

マーケティングについて講演された。 

 

終了後懇親会を行い、開会の挨拶

を共催者である全国卸売酒販卸組合

中央会 専務理事 塩本 昇氏が行

い、中締め挨拶を加藤産業（株）常務

取締役システム本部長 弥谷恵太郎

氏が行って閉会した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

懇親会で挨拶する塩本 昇氏 懇親会で中締めの挨拶する 

弥谷恵太郎氏 

情報システム研修会 

懇親会 会場 
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平成２３年度情報システム研修会 講師・演題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「流通システム標準普及推進協議会」の活動について 

 

 

（財）流通システム開発センター 

     研究開発部主任研究員 

                坂本 真人 氏 

 

 
「復興に向けて～危機管理・事業継続の考え方とその実践」 

 

日本アイ・ビー・エム（株） 

災害復興支援プロジェクト担当執行役員 

 

                    吉崎 敏文 氏 

 

坂 本 真 人 氏 

 

 

「未来指向の波を作れ～今求められる人材イノベーション」 

 

独立行政法人 情報処理推進機構  

ＩＴ人材育成本部ＩＴスキル標準センター  

 柴崎 美奈子 氏 

氏 

 

 

「クラウド時代のプラットホーム戦略」について 

 

ネットイヤーグループ（株） 

代表取締役社長兼ＣＥＯ  

 石黒 不二代 氏 

氏 
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　　　　　　　　　（単位：％）

総合計 構成比 総合計 構成比 総合計 構成比

ハードウェア関連費用
買取り経費、当期減価償却費、レンタル／リース料、
導入諸掛・その他

0.065 22.03 0.057 19.52 0.053 18.4

ソフトウェア関連費用

買取り経費、当期減価償却費、レンタル／リース料、
情報システムの企画・設計コンサルタント料、ソフト
ウェア作成・システム開発料、システムの機能変更・
拡張などの改善費用

0.066 22.37 0.069 23.63 0.067 23.26

サービス関連費用

データ作成／入力費（データ入力委託料）等、運用・
保守委託料、処理・サービス料、一般社員の教育・訓
練等費用、情報処理要員の教育・訓練等費用、外部派
遣要員人件費、その他サービス料

0.102 34.58 0.099 33.90 0.101 35.07

通信関連費用 電話回線使用料、ネットワーク関連通信回線使用料 0.020 6.78 0.021 7.19 0.021 7.29

人件費 情報システム部門等の社内要員（専従者）人件費 0.035 11.86 0.039 13.36 0.038 13.19

その他費用 0.007 2.38 0.007 2.40 0.008 2.78

0.295 100.0 0.292 100.0 0.288 100.0

　　　　　　　　　　　　　（情報システム研究会参加会員卸１０企業の合計数値）

費用区分 項　　目
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

ＥＤＰ費対売上高比率

平成22年度情報処理コストの実態調査について 

－情報システム研究会システム専門部会－ 

（調査目的） 

〝ＥＤＰ費の妥当性把握〟 

 情報システム研究会システム専門部会は、情報システム部門の経費の妥当性を客観的に評価

するため、またＥＤＰ費のトレンドを把握し情報システム部恩の将来に向けての基礎情報を蓄

積するため平成１９年度から実施している情報処理コストの実態調査を今年度も恵贈して行っ

た。 

実態調査参加卸企業１０社順不同 

（株）日本アクセス・（株）トーカン・三井食品（株）・伊藤忠食品（株）・国分（株） 

（株）菱食・加藤産業（株）・日本酒類販売（株）・明治屋商事（株）・旭食品（株） 

（調査手順） 

 情報システム部門で管理している費用でも各社間においてＥＤＰ費目に差異があるため、経

済産業省情報処理実態調査における費用分類にマッピングし、ついで各社のＥＤＰ費の金額を

調査した。調査結果のまとめはＥＤＰ費の分類構成毎の売上比率と構成比で実施した。 

 尚、この実態コストの中には物流に関するシステムの直接コストと得意先とのＥＤＩ関連費用

は含まれていない。 

（調査結果分析） 

 平成２２年度のＥＤＰの情報処理コストは、対売上比率０.２８８％と過去最低レベルの数値とな

り情報処理コストの低減化を実現し経営基盤の強化に寄与する。内容的にはハードウエア関連

費用は、技術革新の一層の進展から低コストでかつ効率化が進んでいるが、一方ソフトウエア

関連費用やサービス関連費用はやや固定化される傾向にある。したがって今後はこれらをより

関連付けして総括し、情報処理コストのトータルとしての管理が必要とされる。 

 

  



－ 12 － 

国産蜜柑缶詰製造の現況について 

－商品開発研究会－ 

１０月２６日（水）１６時より、日食協会議室において日本蜜柑缶詰工業組合の幹部の方と商品

開発研究会幹事店企業との国産蜜柑缶詰の今年度の製造状況についての情報交換会を行った。 

日本蜜柑缶詰工業組合 理事長 上野幸雄氏からご挨拶をいただいた後、事務局長の川手 

浩氏からデータ資料に基づき製造状況、原料価格、国内供給量の推移等について説明がなされ

た。特に、本年は表年なのに原料の集荷状況が芳

しくなく、更には空缶や砂糖等の原材料コストが

上昇し、新物製造に不安要素が多く２年続けて裏

年のような印象。蜜柑原料の作物状況としては、

糖度はまずまずも酸度が高くて大玉が多く缶詰原

料としてふさわしいＭ・Ｓ級が少ないとの事であ

った。 

消費者の意識変化もあり、国産蜜柑缶詰として

は、価格面だけではなく国産としての付加価値を

追求したような販売を考えていく局面にあるので

はないかといった意見も出された。 

 

参考資料 

 

１．平成２２年度みかん缶詰ホール品製造状況 

  

商品開発研究会 会場 
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２．みかん缶詰輸入動向 
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３．みかん缶詰の国内供給量の推移 
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４．平成２１年産みかん缶詰在庫状況 
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2011年度 
(社)日本加工食品卸協会の環境自主行動計画に 

ついての調査票提出の内容骨子(2010.4～2011.3) 

－環境数値算定標準化協議会・環境問題対応WG－ 

＊社団法人 日本加工食品卸協会の会員数   正会員     １４１名 

                          （平成２３年３月末現在）  

Ⅰ．温暖化対策（ＣＯ２排出抑制対策） 

① 特定荷主（輸配送部門） 

 ・フオローアップに参加している会員卸数及び売上高（倉出売上高他） 

                        １２社 ６８,０９０億円 

 ・フオローアップカバー数 正会員の８.５％（１２社／１４１社） 

（旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・国分・日本アクセス・日本酒類販売・マルイチ産商・

三井食品・明治屋商事・ヤマエ久野・菱食・リョ－ショクリカー） 

 ②特定事業者（事業場部門） 

 ・フオローアップに参加している会員卸数及び使用面積（延床） 

                        １７社 ４,３４２,８８６㎡ 

 ・フオローアップカバー数  正会員の１２.１％（１７社／１４１社） 

（旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・関東国分・国分・佐藤・昭和・トーカン・日本アクセ

ス・菱食・日本酒類販売・藤徳物産・マルイチ産商・三井食品・明治屋商事・ヤマエ久

野・ユアサフナショク） 

 

１．自主行動計画における目標 

 

各企業活動に伴うエネルギー消費量・原単位を基準年度２００６年度に対し、２０１１年度に

於いて事業所毎に９５％の水準にすることを目標とする。 

 

２．目標達成のための取り組み 

 （特定荷主） 

  ・着荷主との取引慣行の見直し 

  ・物流センターの統廃合 

  ・配送委託先ドライバーに対するエコドライブの啓発・推進 

・積載効率良化のための配送頻度の見直し 

・燃費改善取組のための運行指導の継続実施 

・配送効率向上につながる業務改革の継続 

・配送の効率化を目指して同業他社に対する共同配送の提案と実施 

 

（提出先：農林水産省食品産業環境対策室） 
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（特定事業者） 

・｢管理基準」の運用徹底 

・使用エネルギーの見える化推進 

・デマンド管理システムの導入 

・窓ガラスへの遮光フィルムの導入 

・ＯＡ機器、照明器具等の省エネ機器への変更 

・パソコンの省電力設定、離席時のノートパソコンの蓋締め  

・空調の効率運転、設定温度の調整 

・１０年以上経過した空調機器の更新 

・不要時間照明消灯の徹底やエレベーターの使用削減 

・クールビズの導入 

・ボイラーのエネルギー転換（Ａ重油⇒都市ガス） 

    

３．エネルギー消費量・ＣＯ２排出量の実績 

＊（特定荷主） 

 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年度 

・生産高 
（倉出売上高他） 

５５,５４６億円 ６５,３５５億円 ６６,３８５億円 ６６,０７９億円 ６８,０９０億円 

・エネルギー消費量 
（原油換算ｋｌ） 

１３０,２００ｋｌ １４２,５７６ｋｌ １３７,９５２ｋｌ １３４,７２６ｋｌ １３８,５１７ｋｌ 

・エネルギー消費量原単位
（原油換算／億円） 

２.３４ ２.１８ ２.０８ ２.０４ ２.０３ 

・ＣＯ２排出量 
（ｔ–ｃｏ２） 

３４５,７８６ ３７８,３７１ ３６６,２２６ ３５７,５９２ ３６７,２４０ 

・ＣＯ２排出原単位 
（ｔ－ｃｏ２／億円） 

６.２３ ５.７９ ５.５１ ５.４１ ５.３９ 

 

＊（特定事業者） 

２００８年度は参考数値として以下の１０社の環境数値を算定 

エネルギー消費量（原油換算ｋｌ）１３８,１６７ｋｌ・ＣＯ２排出量 ２７８,４６２（ｔ-ＣＯ２） 

(旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・国分・日本アクセス・日本酒類販売・三井食品・明治

屋商事・菱食・リョーショクリカー） 

 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 

・使用面積 ― ４,４００,２４０㎡ ４，３４２,８８６㎡ 

・エネルギー消費量（原油換算ｋｌ） １３８,１６７ｋｌ １３７,３４７ｋｌ １４５，５４７ｋｌ 

・エネルギー消費量原単位％（原油換算／使用面積）  ３.１２０ ３.３５０ 

・ＣＯ２排出量  （ｔ-ＣＯ２） ２７８,４６２ ２４０,８２７ ２３４,９０４ 

・調整後ＣＯ２排出量  ２０５,０２７ ２０５,１７９ 

・ＣＯ２排出原単位（ｔ-ＣＯ２／使用面積）  ０.０５４７ ０.０５４１ 

・調整後ＣＯ２ 排出原単位 ― ０.０４６６ ０.０４７２ 

 

【２０１０年度の排出量増減の理由】 

（特定荷主） 

・２０１０年度における加工食品卸売業界は取扱商品の単価の下落傾向が継続し、取扱高の伸び

以上に物量が伸びため、輸配送の回数と配送距離が増加した。また夏季の猛暑の影響から重
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量の重い飲料水の取り扱いが増加し、エアコン稼動時間が大きく伸びて燃料使用量が増え

た。更には東日本大震災の影響から移送距離が増加してエネルギー使用量が増加した。こう

したマイナス要素が多い年度ではあったが不採算取引の是正と内部コストの圧縮等により体

質改善に取り組み、量から質への転換を加速させ、エネルギー消費量及びＣＯ２排出量は増

加したが、エネルギー消費量原単位及びＣＯ２排出原単位においては改善値をキープした。 

（特定事業者） 

・猛暑の影響もあり２００９年度対比で使用面積は減少するもエネルギー消費量、原単位ともに

悪化する。  

  

４．クレジット等の活用状況と今後の予定 

・自主行動計画に参画している事業者のうち１社は、２００９年～２０１２年オフセットクレジット

制度 Ｊ-ＶＥＲに基づいた温室効果ガス吸収プロジェクトにより１０００ｔ強のＣＯ２クレジットを

創出する計画を進めている。 

 

５．森林吸収に関して 

・自主行動計画に参画している事業者のうち１社は、関係者が保有する三重県松阪市の山林を

Ｊ-ＶＥＲの間伐促進型プロジェクトとして認証を受け手入れを進めています。その山林は、

森林吸収の観点だけではなく生物多様性の面も考慮に入れて管理を行っています。 

 

Ⅱ．廃棄物対策  

１．自主行動計画における目標 

 

事業所毎に発生する廃棄物の発生量を抑制して、減量化し、一層の再資源化を進め

て、排出物の削減に努める。 

   

２．目標達成のための主要な取り組み 

・事務消耗品の廃棄物（特に書類）の発生を極力抑制 

・コピー紙の両面印刷及び縮小使用による使用量の削減、書類の裏面再活用や社内封筒の複数

活用の推進 

・電子化による紙類の使用減を図る 

・分別収集による資源リサイクルの推進 

・過剰梱包材・配送資材の廃止依頼 

・流通管理による商品の不良化防止と廃棄処分の減量化 

・「食品リサイクル法」のリサイクル率達成に向けて廃棄物管理の徹底 

① 電子マニュフエスト化による「見える化」促進 

② 廃棄物処理ルートの見直し 

 

３．２０１０年度に実施した廃棄物対策の事例、効果 

・２００７年度に弊協会が作成した「改正食品リサイクル法への対応ガイドライン」「産業廃棄

物の処理について」の改訂版を活用した啓蒙・普及活動 
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第４回 全国事務局会議開催 

４．廃棄物・再資源化量の実績 

【廃棄物排出量】 

① ＯＡ用紙使用量数値提出企業 ７社 合計 

           ２００７年度実績 ８７０.９ｔ 

           ２００８年度実績 ９８４.７ｔ 

           ２００９年度実績 ８３１.６ｔ 

           ２０１０年度実績 ９４０.３ｔ 

（伊藤忠食品・加藤産業・国分・三井食品・明治屋商事・ヤマエ久野・菱食） 

                                   

② 食品廃棄物排出量と再資源化量及び再資源化率提出企業 ７社 合計 

 （排出量） （再資源量） （再資源化率） 

  ２００９年度実績 １,３５８ｔ ６３９ｔ ４７.０％ 

  ２０１０年度実績 １,３８４ｔ ７８４ｔ ５６.６％ 

（加藤産業・国分・日本アクセス・トーカン・藤徳物産・マルイチ産商・菱食） 

                                   以 上 

 

 

 

 

－１１月１１日－ 

平成２３年１１月１１日（金）日暮里にあるホテルラングウッドに於いて第４回目となる全国事

務局会議を開催した。 

当日は全国９支部の事務局全員が定刻１２時３０分に集合して、昼食後早速議事に入った。 

最初に本部事務局から支部総会における資料の統一化について説明し協力を求めた。また公

益法人制度改革に伴う会計制度の変更について支部から本部への資料提出日と内容について確

認を行った。 

ついで１１月８日に行われた

理事会の内容について報告。 

その後本部活動に対する各支

部からの要望事項や各支部の活

動報告等を行い閉会とした。終

了後は、例年のように当日同会

場で行われた関東支部経営実務

研修会に合流していただいた。 

 

 

 

 

               全国事務局会議 会場  



－ 20 － 

日食協仕様「長期休暇配送体制確認書」ご活用お願いの件 
 

 

                      －物流問題研究会－ 

 前略 平素より日食協の活動にご協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

 さて、かねてより賛助会員各位から、年末・年始やＧ・Ｗ、またお盆休み等、メーカー側の

長期にわたる休業時の配送に関して、卸側からの書式の異なった問合せに対して、大変苦慮さ

れているとの申し出を受け、この度、私ども物流問題研究会が検討を重ね添付致しました「長

期休暇配送体制確認書」を作成いたしました。 

 会員卸の物流担当者から状況を聞き取り、汎用度の高い書込み用紙を作成いたしましたの

で、今後は日食協標準フォマットとしてご活用いただき、少しでも皆様方の負担の軽減に繋が

れば幸甚に存じます。 

 宜しくご活用のほどをお願い致します。 

尚、この標準フォーマットは、日食協のＨＰ（homepage3.nifty.com/nsk-nhk）の資料室からダ

ウンロードできます。                              草々 

  

  
お取引様各位 2011年XX月XX日

○○○○株式会社

拝啓　貴社益々ご清栄の事とお慶び申し上げます。

平素は格段のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、表題の件に付き、貴社の営業及び配送予定を確認させていただきたく

下記調査表にご記入の上、ＦＡＸにて返信頂きます様お願い申し上げます。

    敬具

TEL

FAX

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

＜記入例＞

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

○ × × × × × × × ×

○ ○ ○ × × × × × ○ ○

◎ ◎ ◎ 8/17 × × × × 8/19 8/20

特車

１．「営業日」欄には、貴社営業日は"○"休業日は"×"を入力願います。

２．「ご発注」と「お届け日」の関係がわかるように○を矢印で結んで下さい。

３．「お届け日」欄には、受注締めでご発注させていただいた場合の納品日を記入していただいても結構です。

４．「特車」欄には、特車による対応が可能な場合のみ「特車」と備考に数量を入力願います。

★８／１迄にご返信頂きますようお願い申し上げます。

○○○○株式会社
★貴社フォーマットの場合も、右記担当者へ送信願います。 ○○支社○○部

担当 ○○○○
TEL ０００－００００－００００
FAX ０００－００００－００００

お届け日

特　車

日　付

８月

８月

日　付

備　考

貴 社 名

営業日

ご発注

長期休暇配送体制　確認の件

特　車

営業日

ご発注

ご担当部署・ご担当者様

お届け日
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業界における節電への取り組み 

－環境数値算定標準化協議会・環境問題対応Ｗ・Ｇ－ 

東日本大震災が起きた３月１１日以降、原子力エネルギーが充分機能しない状況の中で５月

に政府から不測の事態を防ぐため東京電力管内、東北電力管内、そして６月には関西電力管内

とまさに日本中でドミノ倒しのように節電を求められ、企業、家庭ともに１５％の節電が求め

られました。 

特に契約電力が５００ＫＷｈの「大口需要家」は「電気事業法２７条に基づく使用制限」の対象

となり、数値が達成できない場合は、罰則が適用され、事業所名の公表と罰金の対象になりま

す。弊協会の調査によると両管内における対象拠点は４企業２４拠点が存在しました。 

これらを踏まえて弊協会としては「節電の１５％削減の自主行動計画」を策定し、５月から１０

月までの期間、特定事業者に指定された１５企業合計の電力使用量の結果をＨＰで公表すること

としました。 

また大口契約物流拠点については食のライフライン維持のため、農林水産省、経済産業省と

粘り強く交渉を行い、定温・冷蔵設備を持つ４企業１１拠点については社会的重要性の高い産

業分野と並んで特例措置が講じられ１５％節電のところを１０％免責され５％の節電目標となり

ました。卸物流の供給先が広範に渡り国民生活を支えるために極めて重要であると行政が認識

した結果でありました。 

電力使用量の結果は、表のごとく使用率の高い、８月、９月がいずれも１５％削減の目標を

クリアしたことから５月から９月までの累計においても目標を達成して着地することができま

した。業界の底力を感じたところです。省エネ イコール 省コストでもありますので、この夏

の節電の成果を活用してより業界の競争力を強化していくことにつなげたいものです。 

  

         [社]日本加工食品卸協会　特定事業者　電力総使用量報告書

             （対象企業：旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・関東国分・国分・佐藤・昭和・トーカン・日本アクセス
             ・日本酒類販売・マルイチ産商・三井食品・三菱食品・明治屋商事・ユアサフナショク　以上15企業）

電力会社 実績値 実績値 実績値

年／月 目標 実績 目標値 目標 実績 目標値 目標 実績 目標値

2011／05 12,440,029 13,754,430 110.6% 2,263,732 2,382,245 105.2% 14,703,761 16,136,675 109.7%

累計 12,440,029 13,754,430 110.6% 2,263,732 2,382,245 105.2% 14,703,761 16,136,675 109.7%

2011／06 14,977,854 15,657,355 104.5% 2,444,584 2,622,521 107.3% 17,422,438 18,279,876 104.9%

累計 27,417,883 29,411,785 107.3% 4,708,316 5,004,766 106.3% 32,126,199 34,416,551 107.1%

2011／07 17,767,216 18,288,558 102.9% 2,828,883 3,079,675 108.9% 20,596,099 21,368,233 103.7%

累計 45,185,099 47,700,343 105.6% 7,537,199 8,084,441 107.3% 52,722,298 55,784,784 105.8%

2011／08 20,166,725 19,415,843 96.3% 3,423,174 3,319,647 97.0% 23,589,899 22,735,490 96.4%

累計 65,351,824 67,116,186 102.7% 10,960,373 11,404,088 104.0% 76,312,197 78,520,274 102.9%

2011／09 21,922,249 18,750,631 85.5% 3,494,218 3,210,001 91.9% 25,416,467 21,960,632 86.4%

累計 87,274,073 85,866,817 98.4% 14,454,591 14,614,089 101.1% 101,728,664 100,480,906 98.8%

       ※目標値は　前年度使用量の８５％に設定致しておりますが、一部の制限緩和拠点は前年度使用量９５％にて設定しております。

９月　９日をもって、電力制限令が解除されましたので、この報告書は９月までと致します。

合計使用量（Kｗｈ）東京電力電力使用量（Kwh） 東北電力電力使用量（Kｗｈ）
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東北支部定時総会・経営実務研修会を開催 

 

 

 

 

 

－１０月１４日－ 

１０月１４日（金）東北支部は、定時総会と経営実務研修会

を仙台市青葉区にある勝山館で開催した。 

３月１１日の東日本大震災の影響から被災地ということも

あり今年の総会は開催が危ぶまれたが、例年秋に開催してい

る経営実務研修会と同時に開催することになった。 

当日は、１５時３０分から降幡 進氏（国分（株））の司会進

行で始まり、冒頭、東北支部長の堀内琢夫氏（丸大堀内

（株））が開会の挨拶を行い、東日本大震災についての卸業界

の対応等について述べた。 

定足数の確認を行った後、早速議案の審議に入り、第１号

議案 平成２２年度事業報告及び決算報告 第２号議案 平成２３年度事業計画及び予算につい

て審議し全て原案通り承認され定時総会は終了した。 

その後、賛助会員も合流して経営実務研修会が行われた。 

降幡 進氏（国分（株））の司会進行で、最初に東北支部長の堀内琢夫氏（丸大堀内（株））が

開会の挨拶を行い、ついで奥山専務理事が日食協の事業活動を報告した。 

その中で特に、東日本大震災後の被災地の復興についてふれ、堀内支部長が行政に対して直

接被災地の現状と適切な復興策について提言され、具体的に実現した内容を述べた。 

その後講演会に入り、東洋大学経営学部 教授 （財）流通経済研究所 客員主任研究員 菊

池宏之氏が「流通環境の変化と中間流通業の戦略課題」と題して講演された。 

その中で特に変質し縮小化する食を取り巻く環境として、今後食品市場の縮小金額の予測と

して毎年年間約４千８０７億円の売り上げ高が消滅すると予測し、流通業界が取り組むべき対応

の方向性について述べられた。 

卸売業が担う中間流通機能の整

理としては、個別の機能単体での

対応から、機能の総合化を前提と

した販売先顧客の問題解決型への

転換が必要と強調された。 

講演終了後、懇親会に移り、開

会の挨拶を横尾幸雄氏（山形丸魚

（株））が行い、中締めを小川真二

氏（ネスレ日本（株））が行って閉

会とした。 

支 部 活 動 

東北支部総会 

堀内支部長 開会ご挨拶 

東北支部 経営実務研修会 
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第48回 関東支部商品研修会開催｢ｶｯﾌﾟﾇｰﾄﾞﾙﾐｭｰｼﾞｱﾑ｣見学 
 

 

－１０月２１日－ 

平成２３年１０月２１日（金）日本加工食品卸協会関東支部流通業務委員会主催の第４８回商品研

修会を開催した。 

今回は９月１７日にオープンし、既に入

館者が１０万人を突破した話題の日清食品

（株）の「カップヌードルミュージアム（正

式名称：安藤百福発明記念館）」とビール

のおいしさを体感し環境にやさしく省エ

ネ・省資源に取り組むビール工場としてキ

リンビール横浜工場を見学した。 

当日は関東支部会員卸８企業２２名、事

務局２名が定刻８時半に三越日本橋本店横

に集合してバスに乗車し、最初の訪問先

「カップヌードルミュージアム」に向かった。 

交通渋滞もなく到着予定時間よりも早く横浜市中区新港にある「カップヌードルミュージア

ム」に到着、早速（株）日清食品営業本部東京営業部横浜営業所 山田健二様と安藤百福発明記

念館 カップヌードルミュージアム 事務局次長 井上和久様のご挨拶をいただき、ついで館

長の筒井之隆様から発明館の概要についてご説明をいただいた。 

この発明館は敷地面積４,０００㎡、延べ床面積１０,０００㎡

の規模で、総合プロデュースした佐藤可士和氏は、安藤百

福氏の卓越した「発想力」「ベンチャーマインド」「クリ

エイティブシンキング＝創造的思考」をコンセプトに捉

え、インスタントラーメンにまつわる様々な展示や体験な

どを通じ、発明や発見の大切さを楽しみながら学べる体験

型の食育施設としてデザインした。全体的に白と赤のシン

プルな統一されたデザインで、特に入館すると広い入り口

の階段アプローチと高い吹き抜けに圧倒された。 

参加者は、童心に返って世界に１つしかない「チキンラ

ーメン」や「カップヌードル」作りを体感し、また「ワー

ルド麺ロード」では安藤百福氏が麺のルーツを探る旅「麺

ロード」で出会った８ヶ国の麺を味わうこともでき充実し

た内容の研修会であった。 

午後は、発明館からバスで２５分ほどの横浜市鶴見区生麦にあるキリンビール横浜工場に向

かった。 

到着後、早速見学コースのしたがって、①製麦（麦芽づくり） ②仕込み（ホップの香りと

苦味づくり） ③発酵（アルコールと炭酸ガス） ④貯蔵（熟成させる） ⑤ろ過（特有の透明

キリン横浜ビアビレッジ研修 

日清食品「CUPNOODLES 

MUSEUM」研修 
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近畿支部 共催で第７回実務研修会開催 

感をつくる） ⑥缶・びん・樽詰め・印字検査のビール製造の各工程を映像や展示物等を含め

て研修した。 

最後に、廃棄物ゼロへの取り組みを行ってい

る環境問題について排出されるものと生まれ変

わっているものなどについて詳しくご説明をい

ただいた。その後、ゲストルームにおいて家庭

でおいしくいただく注ぎ方等の説明を聞きなが

ら出来たてビールの試飲を楽しんだ。 

 

 

 

 

 

 

 

－１０月２２日 近畿支部・大阪府食品卸同業会－ 

 平成２３年１１月２２日（火）近畿支部は、大阪府食品卸同業会との共催で第７回実務研修会を

大阪市の太閤園で開催し２００人が参加した。 

同会は会員、賛助会員のレベルアップを図るための勉強会。会の冒頭、大阪府食品卸同業会

副会長の濱 俊一氏（サンヨー堂（株））は「春の大震災、秋の大雨・台風で日本中が被災し、

自然の驚異と人間の無力さを痛感したが、食品は重要なライフラインと再認識されたのではな

いか。食品に従事するものは基本に忠実で、地に足を着け地道にコツコツ積み重ねることが大

切」と挨拶した。 

研修会では、辻井啓作氏（ともえ産業情報代表取締役）が「卸売業の営業力強化のポイント

“リテールサポート活動の効果的な進め方”」をテーマに講演し、卸売業とは何か、ＲＳのイ

ロハなどについて、懇切丁寧に解説した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近畿支部 実務研修会 会場 

  

日清食品「CUPNOODLES 

MUSEUM」研修 
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東海支部 共催で第４回セミナー開催 

 

関東支部 経営実務研修会開催 

 

 

－１０月２５日 東海支部・中食連－ 

 平成２３年１０月２５日（火）東海支部は、中部食料品問屋連盟と共催で「第４回セミナー」を

名古屋市内で開催し、約１００名が参加した。開催にあたり中食連常任理事の西山 徹氏（西山

商事（株））が「東日本大震災から７ヶ月が経過、地震被害やその後の放射能問題の対応で多く

の労力を必要とした。セミナーは２部構成として、第一部では関心を集める名古屋市の震災対

策について、特に液状化現象や水害への備え等を解説。第二部では伊賀のモクモクファームの

木村社長理事による貿易自由化を見据えた農業のあり方の講演を行う。いずれも注目を集めて

いるタイムリーな話題である」と挨拶した。 

第一部では名古屋市消防局防災部防災室主査の佐藤圭冶消防司令を招き「名古屋市の震災対

策～“２連動地震と市内の液状化現象について”」のテーマで説明会を行い、阪神大震災の概

要を説明、東海・東南海地震での被害予想とその備えなどを解説。特に液状化現象や河川の氾

濫については参加者の高い関心を集めた。 

 第二部は農事組合法人伊賀の里モクモク手作りファーム・木村 修社長理事を講師に「貿易

自由化を見据え、生産から加工販売まで稼げる農業を追及」の題目で講演。農業の６次産業化

に向けての事業活動やその成果などを解説した。 

 

 

 

 

－１１月１１日－ 

１１月１１日（金）関東支部の経営実務研究会が日暮里のホテ

ルラングウッドで開催された。 

当日は山本忠司氏（国分（株））の司会進行で、最初に関東支

部長の田中茂治氏（（株）日本アクセス）が、公正取引委員会が先

頃公表したメーカーと卸間の取引実態調査結果に言及し、次の

ように開会の挨拶を述べ、業界として厳粛に受け止めていくこ

とを関係各位に求めた。｢業界の常識が世間の非常識という部

分がある。我々卸はコンプライアンス問題をよく認識し、足元

を固め直さなければならない」 

ついで、奥山則康専務理事が日食協の事業活動報告として、

１１月８日に開催された理事会で公正取引委員会の幹部が概要

説明を行ったことを報告し、法令違反の未然防止に向けて、協会として会員卸へ周知徹底を図

るともに、現場認識の強化に向けた活動を推進する考えを述べた。 

続いて、講演の部に入り、日本スーパーマーケット協会 専務理事 大塚 明氏が同協会が

スーパーマーケットの近未来像として取りまとめた「シナリオ２０２０」について紹介し、今後

開会の挨拶をする関東支部長 
田中茂治氏 
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１０年間でスーパーマーケットを取り巻く環境がどのように

変化するか、それに伴い運営方法や経営がどう変貌していく

べきか等について講演された。 

その中で今日のスーパーマーケットが抱える課題の１つと

して「建値制度に基づく不透明な取引慣行」を揚げ、今年の

５月に正式発足した正・配・販連携協議会による透明性の高

い取引制度構築に強い期待感を述べられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終了後懇親会に移り、大澤偉弘氏（伊藤忠食品（株））の司会で、関東支部流通業務委員長の

大河内 茂氏（（株）升喜）が開宴と乾杯の挨拶を行い、中締めを篠倉 猛氏（国分（株））が行

って閉会とした。以下に「シナリオ２０２０」（要約版）を掲載する。 

 

  

 

  

懇親会で挨拶する 

関東支部流注業務委員長 

大河内 茂氏 

関東支部経営実務研修会 会場 

講演する日本スーパーマーケット協会 

専務理事 大塚 明氏 
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北陸支部 経営実務研修会開催 
 

 

 

－１１月２２日－ 

平成２３年１１月２２日（火）北陸支部主催の経営実務研修会が

金沢市のホテル日航金沢で開催された。 

当日は、会員卸と賛助会員合わせて約１００名が出席して１６

時から北陸支部長の荒木 章氏(カナカン（株））が「１１月２２日

はいい夫婦の日にちなんで、非常時に見直しされた流通の信頼

を今一度取り戻し、原点に返って日々の営業活動に精進した

い」と開会の挨拶を述べて開始された。 

ついで奥山専務理事が、日食協の事業活動について報告し、

講演の部に入った。 

講師は、一般社団法人日本卸売協会 理事長、財団法人流通

経済研究所名誉会長、東京経済大学名誉教授 宮下正房氏にお

願いし、「大震災からの流通の再生―卸売業への期待―」とい

う演題でご講演いただいた。 

その中で、大震災に対応する流通商業の再生方向と卸売業へ

の期待として、日本の消費者が流通に求める３つの新しい今日

的価値・満足は、①安心・安全な生活の維持（平常時、震災時

におけるライフラインの保証、新たなライフスタイル・新たな

平常への生活保証）②伝統的・文化的生活の維持（日本人の伝

統的食文化、伝統的購買慣習の維持などの保証）③現代的・合

理的生活の維持（低価格購買、ワンストップショッピング購

買、ネット購買などの保証）であると強調し、流通チャネルの

再構築を図り、大動脈型チャネルと毛細血管型チャネルのバラ

ンスへの再編成、再構築することが重要と述べた。 

終了後懇親会に移り、北陸支部副支部長の澤田悦守氏（北陸

中央食品（株））が開宴の挨拶と乾杯の発声を行い、中締めを塩

田則國氏（（株）田中與商店）が行って閉会となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開会の挨拶をする北陸支部長
荒木 章氏 

講演する宮下正房氏 

開宴の挨拶をする 

澤田悦守氏 

中締めの挨拶をする 

塩田則國氏 
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九州沖縄支部連絡協議会・賛助会員連絡会報告 
 

 

－１２月１日－ 

平成２３年１２月１日（木） 九州沖縄支部は、博多ＡＮＡクラウンプラザホテルにおいて１７

時より連絡協議会を開催した。 

当日は、事務局の白土（コゲツ産業）の司会進行で始まり、冒頭に九州沖縄支部長の本村道

生（コゲツ産業）が開会の挨拶を行い、ついで議事に入り、①平成２４年度九州沖縄支部及び

各県同業界主催新年交礼会について ②年末年始配送について（要請文書の内容確認） ③各

県同業界の活動内容についてを審議検討し、最後に奥山専務理事が欠席の為、支部長が「公益

法人制度改革の対応についての検討事項」及び公正取引委員会からの「食料品卸売業者と食料

品製造業者との取引の適正化」について先般の本部理事会出席時の内容を踏まえて報告を行っ

た。 

終了後、会場を移して賛助会員連絡会を行った。連絡協議会に引き続き事務局の司会進行で

始まり、最初に本村支部長が開会の挨拶を行い、ついで議事に入り事務局から連絡協議会と同

様の議案内容について報告し、最後に支部長より平成２５年度（再来年）の賀詞交換会の日程

について賛助会員と調整を行った（再来年は１月５日が土曜日に当る為）。また、連絡協議会

と同様に支部長より日食協本部からの資料を基に、活動状況の説明を行った。 

終了後、懇親会を行い、開宴のご挨拶を賛助会員を代表して竹内秀樹氏（味の素㈱）が、ま

た、中締めを副支部長の出森義人氏（ヤマエ久野㈱）が行ない閉会とした。 
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中部食料品問屋連盟 正会員・賛助会員合同懇談会開催 
 

永津邦彦会長 開会のご挨拶 

講演する高倉麻子氏 

合同懇親会 会場 

 

 

－１１月１7日 中部食料品問屋連盟－ 

中部食料品問屋連盟は１１月１７日、正会員・賛助会員合同

懇談会を名古屋観光ホテルで開催、正会員賛助会員など２３０

名が出席した。 

合同懇談会は永津邦彦会長の挨拶に始まり、第一部の研修

会では日本加工食品卸協会の奥山則康専務理事が「震災を機

に卸の重要性が政府、国民から再認識された。 

夏の電力節電に際しては大型物流センターが病院や交通シ

ステム同様に社会に必要なものと免責を受け、また枝野大臣

と流通団体の懇談会に卸を代表して当協会の國分会長が出席

し意見を述べた。 

これらは卸の存在なくして流通なしを象徴する出来事であっ

た」と挨拶した後に日食協重点活動を報告し、中でも公正取引

委員会から食品卸売業者と食料品製造業者との取引適正化の要

望については調査結果を交え詳細に解説した。 

 

第二部の講演の部ではサッカー女子元日本代表・なでしこチ

ャレンジプロジェクトコーチ、Ｕ―１６女子代表コーチの高倉

麻子氏を招き、「なでしこジャパン 継続力～続けることでみ

えてきたもの～」の演題で講演を行い、諦めないこと、向上心

を持つことを説き、聴衆から共感を得た。 

 

懇親会は青木昌博副会長が開会挨拶を行い、続いてカゴメ・川村修名古屋支店長が「今年は

地震や台風など天災に明け暮れた年であったが、なでしこのＷ杯優勝は明るいニュースであっ

た。食品業界では価格競争の再燃が懸念されているが、価格に頼らず価値ある商品を価値ある

売り方をしていきたい」と述べて乾

杯の音頭をとった。 

会場の各所で歓談が行われた後、

味の素・米田充名古屋支社長が「講

演を聞いてチームワークと信頼が改

めて大事であると感じた。来年に向

けてメーカー、卸が一体となって商

品を大事に販売していきたい」と中

締めの発声を行い散会となった。  

ブロック活動動向 
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関連省庁・団体等からのお知らせ 

食料品卸売業者と食料品製造業者との取引の適正化について(要請） 
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－伊藤忠食品・国分－ 

 食品卸各社が環境に配慮した物流体制の構築に乗り出した。伊藤忠食品は相模原市の物流セ

ンターに太陽光発電と蓄電池を相次いで導入。国分は子会社を通じ、輸送トラックが排出する

二酸化炭素（ＣＯ２）を削減する取り組みを本格化する。電力や燃料の使用量削減につなげる

とともに環境に優しい物流体制を消費者や取引先に広くアピールする。 

 伊藤忠食品はイトーヨーカ堂向けの商品を専門に扱う相模原加食共配センター（相模原市）

にこのほど太陽光発電装置を導入。日中の消費電力の約２０％、年間の電力使用量の約６％を

賄う。初年度は年間約１００万円、２年目からは年間約１７０万円の電気料金の削減につながると

いう。１１月中に蓄電池も配備。受注や在庫引き当てなどのデータを管理するシステムのサー

バーやパソコンなどの電源を蓄電池で確保する。停電などで電力会社からの電力供給が停止し

た場合も業務の継続を可能にすることで取引先との関係強化にもつなげる。 

 国分は子会社の長崎国分（長崎市）が保有する輸送トラックに「デジタルタコグラフ」と呼

ぶ車載器を装着。トラックの運行速度や運転時間を記録し、ドライバーにエネルギー効率の高

い運転方法を音声などで指示することでＣＯ２の排出量を削減する取り組みを本格的に始め

た。この取り組みで長崎国分は環境省の「オフセット・クレジット」（Ｊ－ＶＥＲ）制度に基づく

温暖化ガス排出枠の認証を取得。今後は取引先の運送事業者に対し、デジタルタコグラフの導

入を働きかける方針。Ｊ－ＶＥＲ制度に基づく温暖化ガス排出枠の認証は森林管理活動に多く、

ＣＯ２排出量抑制を目的とした運転支援システム「エコドライブ」での取得は初めてという。 

  

環境配慮の物流、食品卸が強化 
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                         －１２月２日－ 

国民生活産業・消費者団体連合会は、１２月２日（金）ホテルニューオータニで設立総会を

開催し、会長に清水信次氏（日本チェーンストア協会会長）を選出したほか、副会長１２名、

理事４４名が決定した。 

同日の設立記念パーティには政財界などから約１千人が参集し新団体の門出を盛大に祝っ

た。会員には団体会員２４、企業会員４５４、特別会員３の計４８１会員が名を連ねる。 

同連合会は衣食住の生活必需品に関わる生産、製造、流通、サービス、輸送その他業種と生

活者の代表である消費者団体が一堂に参加する初の団体。 

同連合会の最大の特徴は、各種事業者と消費者が一体になり、国家的な問題を検討し、政治

や行政に提言していく点にある。 

喫緊の課題としては、まずは事業者と消費者団体が一体的に取り組むことができる東日本大

震災からの復興貢献策の検討を進めるとともに、産業別の協議会を設置し、中長期的な課題の

検討、成熟国家としての生活と産業のためのビジョンの策定などを進めていく。 

記念パーティの冒頭、清水会長は「製造、生産、流通、消費者が一体となり連合会を立ち上

げた。これは歴史上初めてのこと。連合会の使命は、国民の生活、生命を守ること。その使命

を達成するには、政府、行政の政策運営に対し、事業者と消費者団体が一致団結し、われわれ

の考えを十二分に反映させるだけの発言力、提案力、実行力を持つことが必要。東日本大震災

の復興をはじめ課題が山積しているが、国民の生活の安全、安定の確保と質の向上に寄与すべ

く頑張っていく」と述べた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「国民生活産業・消費者団体連合会」が設立総会 
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訂 正 

 

『会報 日食協』Ｖｏｌ．１７１（２０１１年１０月２８日発行）において、下記のごとく表現に誤りが

ありましたので、ここにお詫び申し上げ、訂正させていただきます。 

敬具 

 

訂正内容 

 

「推進部会企業におけるＧＴＩＮシステム整備状況」１０ページ９段目  

 

誤 

サントリービジネスエキスパート株式会社 システム整備状況 

データ種０１（受発注） ・・・○（システムＧＴＩＮ対応済み 着手可能） 

データ種０４（出荷案内） ・・・○（システムＧＴＩＮ対応済み 着手可能） 

 

正 

サントリービジネスエキスパート株式会社 システム整備状況 

データ種０１（受発注） ・・・×（未着手） 

データ種０４（出荷案内） ・・・×（未着手） 

 

以上 

 


